
お客さま

地域社会

従業員

株主

環境

お客さま本位の
良質なサービスの提供

地域の発展・
活性化に貢献

働きがいのある
職場の提供

株主還元の充実

持続可能な
社会の創出

創造価値

日本郵政グループの価値創造プロセス

企業価値向上

・郵便物の減少トレンドの継続
・EC市場の拡大継続
・再配達の増加

・人口減少・超少子
 高齢社会の到来
 （生産年齢人口の減少）
・人件費の上昇、
 社会保障費用負担の増

・持続可能な
 社会実現の要請

・新技術の登場
・地方創生
・ライフスタイルの多様化

・超低金利環境の継続
・国際金融規制の強化
・顧客本位の業務運営
・決済手段の多様化
・異業種による参入

物流業界

金融業界

社会・経済・テクノロジー

P.72

ユニバーサルサービスの安定的提供

コーポレートガバナンス／コンプライアンス

事業環境

日本全国の
「地域社会」を支える

人生１００年時代の
「一生」を支える

　郵便局ネットワークを中心にグループ一体となって、チームＪＰとして、ユニバーサルサービスを
確保しつつ、トータル生活サポート企業グループを目指します。そして、事業の持続的成長、安定的
利益の確保、公共性・地域性の発揮、株主還元の充実など、企業価値の向上を図ります。

お客さま本位の
サービスの提供
お客さま本位の
サービスの提供

・充実した自己資本
・豊富なグループ資産

郵便局ブランド
・創業以来140年を超える
 信頼の蓄積

お客さまに寄り添う
ネットワーク

・全国津々浦々を網羅した
 様々なネットワーク

価値を生み出す源泉

強固な財務基盤

 

多くのお客さま
・郵便局ネットワークを通じた
 充実した顧客基盤

豊富な人材
・お客さまの生活を支える
 豊富な人材

中長期的に
目指す姿

ト
ー
タ
ル
生
活
サ
ポ
ー
ト
サ
ー
ビ
ス
を
世
代・地
域
を
問
わ
ず

提
供
す
る
こ
と
で
、全
て
の
人
々
の
幸
せ
を
創
出
す
る

P.32

2018～2020年度
基本方針

お客さまの生活をトータルに
サポートする事業の展開

1.

安定的なグループ利益の確保2.
社員の力を最大限に
発揮するための環境の整備

3.

将来にわたる成長に向けた
新たな事業展開

4.

銀行業

P.52

P.34

P.36

生命保険業

P.54

不動産事業 成長投資

○郵便・物流事業

○金融窓口事業

○国際物流事業

P.46

P.48

P.50

中期経営計画2020

P.41 P.39
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